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Ⅵ．国際労働運動の動向 
 

１．ＩＭＦの動向 

 

2005年５月にウィーンで開催された世界大会において運動方針であるＩＭＦアクション・プログラ

ムが採択されたが、それに基づき、ＩＭＦの活動、特に産業別部会の活動が活発に展開されている。

鉄鋼部会では地域別の鉄鋼会議がラテンアメリカなどで開催されており、造船部会はアクショングル

ープ会議を東京で開催した。自動車部会ではアジア太平洋地域の会議をインドネシアのジャカルタで

開催した。これらの産業部会の活動では、世界および各国の産業動向について、各産業の主要多国籍

企業における国際枠組み協約の締結に向けた取り組み、労働組合活動や安全衛生活動について、国際

的な労働組合ネットワークの構築などについて、報告と討議が行われている。 

ＩＭＦが現在もっとも注視し懸念を表明していることは、経済のグローバル化の急激な進展にとも

なう国際競争の激化になかで、各国政府が国際競争力を確保するために、労働条件の引き下げを伴う

ような労働分野の法制度や慣行の改正を考えていることや、柔軟な労働力の確保から正規雇用の労働

者ではない、いわゆる非典型労働者が急激に、世界中で増加していることであるとしている。各国の

ＩＭＦ加盟組織、特にアジアの金属産業労働組合はＩＭＦに対し、この問題に対応するよう要請して

いる。 

 

２．ＩＭＦ加盟組織の国々の動向 

 

(1) 欧州 

 

① ドイツ 

2005年５月11日、ＩＧＭ（金属産業労組）とドイツ鉄鋼産業経営者協会は新しい賃金団体協約を

締結した。協約によれば、2005年４月から８月までの５カ月間について、一時金100ユーロが支給さ

れ、2005年９月１日から賃金を3.5％引き上げるという内容となっている。この協約は鉄鋼産業の約

10万人の労働者に適用され、2005年４月１日から2006年８月31日まで17カ月間有効であるとのこと

です。この１週間後、同様の協約が東ドイツ地域の鉄鋼産業についても締結された。 

この協約については、ＩＧＭは当初6.5％の賃金引き上げを要求し、幾度かの警告ストライキを経

て、５月13日にストライキ投票を行うとしていたが、ドイツ鉄鋼産業経営者協会会長は記者会見で、

合理的な妥協には至っていないが、大規模なストライキを回避するとして、締結に至った。この鉄

鋼産業経営の動向に対してドイツ経営者団体は他の産業にはあてはまらないとして批判した。一方

ＩＧＭは、今回の協約によって賃金引き上げはインフレ上昇率を上回り、この間の好調な業況から

の利益の配分を労働者が享受することができたと、評価している。 
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② イギリス 

2005年10月１日からイギリスの全国最低賃金が引き上げられた。内容は、22歳以上の成人労働者

は時間当たり4.85ポンドから5.05ポンドへの引き上げ、18歳から21歳までの若年労働者および22歳

以上で新規雇用の労働者の初任期間（６カ月）や認定訓練を受けている労働者については時間当た

り4.10ポンドから4.25ポンドに引き上げられた。さらに経済状況によってＬＰＣ（最低賃金評議会）

が妥当と認めた場合には2006年10月から成人労働者は5.35ポンドに、若年労働者は4.45ポンドに引

き上げられることになっている。またＬＰＣは2004年10月に導入された16歳から17歳までに適用さ

れている３ポンドという基準の見直しを行うことになっている。 

イギリス労働調査部の報告では2005年８月までの12カ月の団体協約における賃金引き上げの中央

値は3.3％としており、民間の調査では同時期に３％引き上げられたとしている。2005年11月から

5000名の車両組立工や修理工に適用される協約は時間当たり29ペンスから33ペンスの引き上げとな

り、一般組立工が4.62ポンドから4.95ポンド、半熟練工が5.21ポンドから5.50ポンド、熟練工が5.83

ポンドから6.15ポンドへそれぞれ引き上げられた。ＶＢＲＡ（車両組立工・修理工組合）は、この

産業別協約によってアミカス、ＧＭＢ（全国都市一般労組）およびＴ＆Ｇ（輸送・一般労組）と交

渉中のおおよそ100の企業が影響を受ける可能性があるとのことである。また、一方多くの従業員は、

協約で定められた最低賃金より上の賃金を受け取っているため、直接的な影響を受けていない可能

性もあると述べ、経営側との合意でより高額の賃金を受け取っているかもしれないとのことである。 

 

③ オーストリア 

2004年11月に2.5％の賃金引き上げと、生産労働者および事務・技術職労働者双方に共通の賃金制

度の導入を合意したオーストリア金属産業労使は、2005年9月にも、同年11月から適用される団体協

約に合意した。その内容は18万名の金属労働者に適用され、最低賃金および養成工の賃金を含む実

質賃金ともに3.1％の引き上げというものであり、2.5％のインフレ上昇率を上回り、過去数年で最

大幅の引き上げとなった。 

オーストリアの金属産業の交渉は他の産業のパターンセッターとしての役割を伝統的に担ってお

り、引き続き行われる予定の商業部門など他の産業の賃金交渉への波及効果が期待されている。 

 

④ イタリア 

イタリアでは、主要３産別ＦＩＯＭ－ＣＧＩＬ、ＦＩＭ－ＣＩＳＬ、ＵＩＬＭ－ＵＩＬによって

金属産業の全国レベル団体協約の賃金部分の改定に対する交渉が行われており、2004年末で期間が

切れた金属産業の団体協約の改定交渉は、2004年の後半より続けられているが、イタリア金属産業

の厳しい経済状況のもとで、主要3産別は単一の要求基盤案の策定の道を探るものの、2005年前半に

開催された５回の会議を経ても合意に至らなかった。主要な論点は要求賃金額および労働者の要求

基盤と協約案の承認方法の２点で、主要３金属組織は月額130ユーロの賃金引き上げという当初の要

求から妥協せず、一方、対する経営連盟は60ユーロ引き上げの提案を曲げていない。両者は交渉を
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前進させるため、賃金以外に関する提案をそれぞれ行ったが、具体的な結果には至らず、９月初め、

難航している交渉が再開されたが、労組側は９月29日にストライキを実施するとの宣言を行うよう

な状況となっている。 

イタリアの金属産業の労働組合は６万弱の企業の160万人あまりの従業員を代表し、全国の労働人

口の９％、製造業の労働力の40％を占めているが、1993年の全国三者協約で定められた団体交渉制

度改定の結果、この40％の従業員しか協約が適用されず、それが問題とされてきた。３金属産別組

織の代表は、単一の要求基準である、過去２年間に減少した賃金購買力を補完する賃金引き上げと

いうことについて、完全な合意に至っておらず、解決に向けた時間的猶予はあまりないことから、

それぞれの産別が個別に要求基準を策定し、交渉することになるとの可能性を示唆している。 

 

(2) アジア太平洋 

 

① 大韓民国 

韓国労働部によれば、2005年の韓国における賃金交渉は、平均賃金引き上げ率4.8％（賃金総計ベ

ース）で、2004年の5.1％と比較すると0.3％ポイント減少したとしている。交渉の進展に関しては、

５月末時点の協約締結割合が17.7％であり、2004年の18.9％を大きく下回り、未組織の職場の協約

締結割合が23.4％であったのに比較し、労働組合に組織化されている職場は12.3％だった。 

2005年前半にＦＫＭＴＵが加盟するナショナル・センターであるＦＫＴＵ（韓国労働組合総連合）

における労働組合会館改修をめぐる組合幹部の収賄の問題が発生したが、ＫＭＷＦ（韓国金属産業

労働組合連盟）の加盟するナショナル・センターであるＫＣＴＵ（韓国民主労働組合総連合）にお

いても、タクシー業界と民主タクシー労連に関わる収賄などの幹部の不正が明らかになり、ＫＣＴ

Ｕ執行部が全員辞職するという事態となった。ＫＣＴＵでは次期大会での新執行部の選出まで、非

常対策委員会を設置し対応を図ることになり、その非常対策委員会の委員長にはチョン・ジェ・フ

アンＫＭＷＦ委員長が就任した。ＫＭＷＦではこの間首席副委員長が組織の代表となるとしている。 

 

② シンガポール 

シンガポールのＮＷＣ（全国賃金評議会）は政労使三者で構成する賃金引き上げの目安を示す会

議体であり、毎年賃金交渉に関するガイドラインを三者で合意し発表している。2005年５月31日に

発表された2005年７月～2006年６月の期間のＮＷＣガイドラインは、①より多くのボーナスを成果

反映部分や弾力的賃金制度に組み込む、②賃金構造改革の努力を継続し、人的資源慣行を強化する、

③非賃金費用を抑制する、④ＰＭＢＳ（個人健康保険制度）の促進、⑤労働力の競争力維持の5点が

挙げられている。 

①については、明確で公正な評価基準を基にした企業と従業員の業績に連動したボーナス支給と

すること、定期昇給が定められている企業においては、賃金引き上げ部分をＭＶＣ（月次可変賃金

部分）の構成に利用すること、低賃金の労働者にはより高い賃金引き上げとすることなどが主張さ
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れている。②については賃金構造改革のための３つ提言（月次賃金を７：２：１の割合で基本給：

月次可変給：年次可変給の割合に再構築すること、従業員の最高賃金と最低賃金の比率を1.5倍以下

とすること、およびボーナスを主要業績指標に連動させること）に沿って賃金構造改革を進め、企

業に対し、労働者や労働組合に企業業績の開示するよう求めている。また、ＮＷＣは企業に対し「賃

金交渉の環境整備のため、企業業績は事業計画に関連する情報を従業員や従業員代表と共有する」

よう求めている。 

 

③ インドネシア 

インドネシアにおけるＩＭＦ加盟組織は、ＫＳＰＩ（インドネシア労働組合会議）傘下のＦＳＰ

ＭＩ（インドネシア金属産業労連）とＫＳＢＳＩ－ＬＯＭＥＮＩＫ（インドネシア繁栄労働組合会

議－金属・機械・電機部門）の２組織である。その他に以前ＩＭＦを除名されたＫＳＰＳＩ（イン

ドネシア労働組合総連）に加盟しているＬＥＭ（金属・電機電子・機械労組）がある。2005年に入

り、この３組織において統合の可能性について協議が行われてきた。 

具体的にはＩＭＦインドネシア協議会を結成し、これら３組織が結集するという提案がＦＳＰＭ

Ｉからだされ、まずはＫＳＢＳＩ－ＬＯＭＥＮＩＫとの協議が行われており、10月には協議会結成

の日程が設定されるまで進展したが、両組織の組合員数の確認の段階において、ＬＯＭＥＮＩＫの

加盟するナショナル・センターであるＫＳＢＳＩの公称組織人員と、実際の組織人員との乖離が問

題となっており、再度調整されることとなった。 

 

④ オーストラリア 

1996年に職場関係法が施行され、職場への労働組合の影響力が弱体化されたことに引き続き、保

守党政権下において、国際競争力確保の名の下にさらに労働者の権利を侵害する法案の改正が審議

の俎上にあがっている。オーストラリアのナショナル・センターであるＡＣＴＵ（オーストラリア

労働組合評議会）やＩＭＦ加盟組織であるＡＭＷＵ（オーストラリア製造労組）によれば、この改

正案は、①従業員100人以下規模の事業所で働く従業員の不当解雇に関わる法律を廃止すると、これ

によって400万人の労働者が影響をうけること、②労働者との労働契約は、５項目（最低賃金：12.75

オーストラリア・ドル、４週間の有給休暇、10日間の疾病休暇、無給の育児休暇、週最大労働時間）

のみが団体協約基準を満たしていればよく、それ以外の項目を個人との労働契約で規定すること、

③これまで最低賃金の決定も行ってきた、独立した労使関係委員会から最低賃金の決定の権限を、

政府が新設する「公正賃金委員会」において決定するようにし、最低賃金の水準を低く抑えること、

④団体協約によって決定できる項目を20項目から上記の５つの最低基準のみとすること、⑤労働組

合役員が職場に立ち入る場合、24時間前までに理由を示した書簡による通知を行うことが義務付け

られ、個人労働契約のみの職場には立ち入りが禁止されること、⑥上記の最低賃金決定も含め、労

使関係委員会の権限が大幅に削られること、になり、労働者の権利がさらに削減され、労働組合の

弱体化をもくろんだ内容であるとしている。 
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(3) 北米 

 

① カナダ 

カナダ自動車産業ではＣＡＷ（全国自動車・航空宇宙・運輸・一般労組）ビッグ３との交渉年度

であった。北米の自動車産業、とりわけゼネラル・モータース、フォードが深刻な財政問題に直面

している時期に行われた交渉であることが注目された。ＣＡＷは「ターゲット企業」を選択して交

渉する「パターン」制度をとっており、2005年の「ターゲット企業」であるゼネラル・モータース

と７月19日、トロントにて協約交渉が開始され、10月２日、ゼネラル・モータースの労働者の79.6％

が賛成票を投じ、新３年協約が承認された。これによって、2005年のビック３との交渉が幕を閉じ

た。交渉新協約は、第１年目、45セント、２、３年目は30セントの賃金引き上げ、年金、および他

の手当ての改善に加え、ゼネラル・モータースの既設工場の生産継続を保証するものであり、また

主要課題のひとつであった医療給付の配送料を削減する措置が盛り込まれた。これにより、ＣＡＷ

組合員が受ける医療給付の質を下げることなく、年間何百万ものコストを削減することができる。

しかしながら、バズ・ハーグローブＣＡＷ会長は、カナダ・ドルの上昇、対イラク戦争の影響、新

車の設計・販売、北米における外国製自動車販売の伸びなど、交渉の席では解決されない問題が多

いことを強調した。 

 

② アメリカ 

アメリカの航空宇宙産業の労働組合である、ＩＡＭ（全米機械工・航空宇宙労組）はボーイング

との団体協約の交渉年度である。ボーイング社との協約交渉は難航し、ボーイングが提案した大規

模な経済的削減と不十分な年金給付増額に対して、オレゴン州ポートランド、カンザス州ウィチタ、

それにワシントン州で、１万8,500人近くの労働者が会社側の最終提示を拒否、2005年９月２日スト

ライキに突入した。ＩＡＭでは「ボーイングの利益は過去３年間に３倍に増え、同社は膨大な受注

残を抱えている」と指摘した。ブッフェンバーガー会長は、ボーイングの最終提示は「ストライキ

の提案に等しい」とも述べた。 

４週間のストライキを経て９月29日に締結された新協約は、８％のボーナス昇給および協約２、

３年目の3,000ドルの一時金が約束され、ウィチタでは不況対策が盛り込まれ、会社側の「最終提示」

よりはるかな改善がみられるものとなった。 

 

３．その他の国々の労働情勢 

 

○ 中華人民共和国 

中国では国営企業の改革や農民工の問題など多くの問題が山積しているが、それに対応するため

政府が検討を行っているとしている。国務院は「労働契約法（草案）」に関する研究と議論を行い、

全国労働契約制度の執行状況とあわせ「労働契約制度三年行動計画」を起草し、全国労働関係三者
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協調会議での議論に付した。国有大企業および中企業の改革を推進しており、９月末までに71社を

対象とした改革のための全体計画と実施計画が検討され、3,820職場単位、60万人の従業員について

再配置が検討審議された。さらに、労働関係における三者協調制度の確立と推進については、全国

地方各級レベルにおいて6,600以上の三者協調機構の設置が報告されている。農民工の報酬の問題に

ついて、建設部、監督部は未払い賃金の調査を進め、「未払いの農民工賃金問題解決にむけた通知」

を発表した。また、労働者の権利保護へ向けた制度の確立と政策的努力の推進に政策的重点はおか

れてきたが、その一環として「労働契約法」「就業促進法」「社会保険法」「職業技能訓練と検定条例」

等の立案にむけ、賃金支給、労働力市場管理に関する法律制定のための研究を今後さらに推進して

いくとしている。 

 

 

以 上 




